
 

事 務 連 絡 

    令和８年５月１日 

 

各 都道府県 高齢者保健福祉主管部（局） 御中  

 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 

  

 

令和８年度高齢者生きがい活動促進事業に係る 

国庫補助協議書の提出について 

 

高齢者保健福祉行政の推進につきましては、日頃より格別のご高配を賜り、厚くお礼申

し上げます。 

さて、標記補助金に係る事業の円滑な実施に向けて、貴管内市町村の事業計画を確認す

るため、下記のとおり協議資料の提出をお願いいたします。 

 

記 

 
１．本通知により協議に係る資料の提出を依頼する事業 
  （目）介護保険事業費補助金のうち高齢者生きがい活動促進事業 

 
２．提出資料 
  様式「令和８年度 高齢者生きがい活動促進事業 国庫補助協議書」 

 
３．留意事項 
 （１）提出資料の作成にあたっては、高齢者生きがい活動促進事業実施要綱（「高齢者

生きがい活動促進事業の実施について」（平成 31 年４月 24 日老発 0424 第１号厚生

労働省老健局長通知。最終改正令和８年３月６日））及び介護保険事業費補助金交

付要綱（「介護保険事業費補助金の国庫補助について」（平成 14 年 12 月 4 日厚生

労働省発老第 1204001 号厚生労働事務次官通知））に基づいてください。 

 
 （２）必要に応じて、追加の資料提出やヒアリング等を実施することがありますので、

ご留意ください。 
 
（３）一部の市町村に周知されていなかった事例が見受けられますので、本協議につい

ては、管内の全市町村に対し周知徹底をお願いいたします。 

 

 



 

（４）本事業の採択方針やご照会を多くいただいている事項について別紙「高齢者生き

がい活動促進事業に関するＱ＆Ａ」にまとめておりますので、ご確認をお願いいた

します。 

 

（５）協議の流れは以下のとおりです。 

  ・厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課より都道府県宛に国庫補助協議書の

提出を依頼。（本通知） 

  ・都道府県において管内市町村（指定都市・中核市を含む）へ国庫補助協議書の提出

を依頼。 

  ・事業の実施を希望する市町村が国庫補助協議書を作成し、都道府県へ送付。 

  ・都道府県において、管内市町村より提出のあった国庫補助協議書をとりまとめ、厚

生労働省へ送付。 

・管内市町村から国庫補助協議が無い場合、都道府県は実施市町村が無い旨を厚生労

働省老健局認知症施策・地域介護推進課に回答。 

 

４. 提出期限 

  令和８年５月 29 日（金） 

 

５. 提出方法 

   提出資料について、提出期限までに E メールにて送信してください（郵送は不要）。 

    

 

６.提出先 

担 当 ：今田 
ＴＥＬ ：03-5253-1111（内線 3935） 
E-mail ：shinkou-yosan@mhlw.go.jp 


